
Ｚ－68－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第一問〕答案用紙 

評 点 

受 験 地  

 
受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ１－ 

〔第一問〕 

問１ 

Ａ社の取扱い 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

Ｂ社の取扱い 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

Ｃ社の取扱い 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ２－ 

問２ 

設問１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

第１予想－答Ｄ３－ 

受 験 番 号      

 

 

設問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

問３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

Ｚ－68－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ４－ 

〔第二問〕 

問１ 

⑴ 当期末における同族会社の判定をしなさい。 

⑴ 乙社グループ   

1,200株 

⑵ Ａグループ   

400株 

⑶ Ｂグループ   

200株 

⑷ 
1,200株＋400株＋200株

2,000株－200株★
＝100％＞50％  ∴ 同族会社 ★ 

 

 

⑵ 当期において、Ｃから取得した自己株式に係る甲社における申告書別表調整を示しなさい。 

【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】 

区        分 総      額 

処  分 

留  保 社 外 流 出 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 ×××  ☆  9,600,000 

加 

算 

    

    

減 

算

    

    

【別表五(一)Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書】 

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書 

区      分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
利 益 積 立 金 額 減 増 

自 己 株 式  △   9,600,000 △   9,600,000

  

  

【別表五(一)Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書】 

Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書 

区      分 
期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
資 本 金 等 の 額 減 増 

資 本 金 又 は 出 資 金 100,000,000   100,000,000 

自 己 株 式  △ 10,000,000 △ 10,000,000 

    

    

差 引 合 計 額 100,000,000    90,000,000 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ５－ 

⑶ 翌期において、Ｅに対して譲渡した場合の自己株式に係る甲社における会計上の処理及び申告書別表調整

を示しなさい。 

【会計上の処理】  

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

現 金 預 金 20,000,000 自 己 株 式 ★ 19,600,000 

  自己株式処分差益 ★   400,000 

    

【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】 

区        分 総      額 
処  分 

留  保 社 外 流 出 

加 

算 

    

    

減 

算 

    

    

【別表五(一)Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書】 

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書 

区      分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 
差引翌期首現在 
利 益 積 立 金 額 

減 増 

自 己 株 式 △  9,600,000 △  9,600,000  0 

資 本 金 等 の 額   △  9,600,000 △  9,600,000 

  

【別表五(一)Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書】 

Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書 

区      分 
期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額 

当  期  の  増  減 
差引翌期首現在 
資 本 金 等 の 額 

減 増 

資 本 金 又 は 出 資 金 100,000,000   100,000,000 

自 己 株 式 △ 10,000,0000 △ 10,000,0000  0 

自 己 株 式 処 分 差 益   400,000 400,000 

利 益 積 立 金 額   9,600,000 9,600,000 

差 引 合 計 額 90,000,000   110,000,000

 



 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ６－ 

 

問２ 

当期の「別表五(二)Ⅱ 租税公課の納付状況等に関する明細書」を示しなさい。 

           (単位：円) 

税目及び事業年度 
期 首 現 在
未 納 税 額

当 期 発 生
税 額

当 期 中 の 納 付 税 額 
期 末 現 在
未 納 税 額充当金取崩し

による納付
仮払経理に 
よ る 納 付

損金経理に
よ る 納 付

地
方
法
人
税 

法 

人 

税
及
び 

平29.４.１～平30.３.31 17,804,000 17,804,000 ０

当
期
分 

中 間 16,402,700 16,402,700 ０

確 定 16,917,300 16,917,300

計 17,804,000 33,320,000 17,804,000 16,402,700 16,917,300

県 
 

民 
 

税 

平29.４.１～平30.３.31 716,200 716,200 ０

当 

期 

分

利 子 割

中 間 659,700 659,700 ０

確 定 680,500 680,500

計 716,200 1,340,200 716,200 659,700 680,500

市 

民 

税 

平29.４.１～平30.３.31 2,063,500 2,063,500 ０

当
期
分 

中 間 1,901,000 1,901,000 ０

確 定 1,960,700 1,960,700

計 2,063,500 3,861,700 2,063,500 1,901,000 1,960,700

事 

業 

税

平29.４.１～平30.３.31 5,116,300 5,116,300 ０

当 期 中 間 分 4,714,100 4,714,100 ０

計 9,830,400 5,116,300 4,714,100 ０

そ 
 

 
 

 
 

の 
 

 
 

 
 

他 

損
金
算
入
の
も
の 

利 子 税

延 滞 金
(延納に係るもの) 

印 紙 税 430,000 430,000 ０

そ の 他 4,920,000 4,920,000 ０

 

損
金
不
算
入
の
も
の

加 算 税 及 び 加 算 金

延 滞 税

延 滞 金
(延納分を除く。) 

過 怠 税 30,000 30,000 ０

納   税   充   当   金   の   計   算 

期 首 納 税 充 当 金 48,500,000 
取 

 

崩 
 

額 

そ 

の 

他 

損 金 算 入 の も の  

繰 

入 

額

損金経理をした納税充当金 24,420,000 損 金 不 算 入 の も の  

    

計 24,420,000 仮 払 税 金 消 却 22,350,000 

取
崩 

額 

法 人 税 額 等 20,583,700 計 48,500,000 

事 業 税 5,116,300 期 末 納 税 充 当 金 24,420,000 

(注) 所得税については記載不要とする。          



 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ７－ 

問３  

⑴ 機械Ｆの償却限度額を求めなさい。 

機
械
Ｆ 

⑴ (3,400,000－3,000,000)×0.206＝82,400円 ★ 

⑵ (3,400,000－3,000,000)－(9,500,000－3,000,000)×５％＝75,000円 

⑶ ⑴＞⑵  ∴ 75,000円 

 

償却限度額 ★     75,000円 

 

⑵ 特別償却準備金について、税務調整（法人税等調整額の調整は除くものとする。）を示しなさい。 

【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】 

区        分 総      額 留  保 社 外 流 出 

加 

算 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 ★   450,000 450,000  

    

減 

算 

    

    

 

【別表五(一)Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書】 

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書 

区      分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現
在利益積立金額 減 増 

特 別 償 却 準 備 金 ★  1,953,000 279,000 1,674,000

繰 延 税 金 負 債 1,197,000 171,000 ★  1,026,000

特別償却準備金認定損 △3,150,000 △450,000 ★ △2,700,000

 

 

 



 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ８－ 

問４  

受取配当等の益金不算入額を求めなさい。 

当年度実績により負債利子等の額を計算する場合  金     額 

完 全 子 法 人 株 式 等 に 係 る 受 取 配 当 等 の 額 １ ０円 

関 
 

連 
 

法 
 

人 
 

株 
 

式 
 

等 

受 取 配 当 等 の 額 ２ 1,250,000円 

負 

債 

利 

子 

等 

の 

額 

の 

計 

算 

当 期 に 支 払 う 負 債 利 子 等 の 額 ３ 33,270,000円 

連 結 法 人 に 支 払 負 債 利 子 等 の 額 ４ ０円 

国外支配株主等に係る負債の利子等の損金不算入額

又は関連者等に係る支払利子等の損金不算入額
５ ０円 

超 過 利 子 額 の 損 金 算 入 額 ６ ０円 

計 ７ 33,270,000円 

総 資 産 価 額 ８ ★      3,631,757,000円 

期 末 関 連 法 人 株 式 等 の 帳 簿 価 額 ９ ★        40,000,000円 

受取配当等の額から控除する負債利子等の額 10 ★         366,434円 

そ の 他 株 式 等 に 係 る 受 取 配 当 等 の 額 11 ０円 

非 支 配 目 株 式 等 に 係 る 受 取 配 当 等 の 額 12 ★         300,000円 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 13 ★         943,566円 

 計算過程（該当する番号ごとに記載すること。計算過程不要のものについてはなしとすること。） 

１ なし 

２ 994,750÷（１－0.2042）＝1,250,000円 ★ 

３ 33,450,000－180,000＝33,270,000円 ★ 

４ なし★ 

５ なし 

６ なし 

７ 33,270,000－０－０＋０＝33,270,000円 

８ 
{1,738,457,000―3,000,000―(1,953,000＋1,197,000)＋2,495,000★]＋{1,893,555,000―3,000,000

－(1,674,000＋1,026,000)＋9,100,000]＝3,631,757,000円 

９ 20,000,000＋20,000,000＝40,000,000円 

10 33,270,000×
40,000,000

 3,631,757,000
＝366,434円 

11 なし 

12 254,055÷（１－0.15315）＝300,000円 

13 （1,250,000－366,434）＋300,000×20％★＝943,566円  

 



 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ９－ 

問５ 

⑴ 当期において損金の額に算入される金額を求めなさい。 

１．組合に対する寄附金 

 ⑴ 償却期間 

   50×
７

10
＝35年（１年未満切捨）≧10年 ∴ 10年 ★ 

 ⑵ 償却限度額  

 300,000×
８

10×12
＝20,000円   

 

損金の額に算入される金額 ★        20,000円

２．同業者団体に対する加入金及び通常の会費 

 ⑴ 償却期間  ５年   

 ⑵ 償却限度額 

  200,000×
７

５×12
＝23,333円 ★ 

 ⑶ 損金算入額の合計額 

 23,333＋240,000＝263,333円 

 

損金の額に算入される金額 ★       263,333円

 

⑵ 質問への解答 

負担金全額が損金算入される場合の条件 

法人が公共的施設又は共同的施設の設置又は改良に係る負担金で繰延資産となるべきものを支出した場合

において、当該負担金が次のいずれにも該当するものであるときは、その負担金として支出した金額は、そ

の支出をした日の属する事業年度の損金の額に算入することができるものとする。 

⑴ その負担金の額が、その負担金に係る繰延資産の償却期間に相当する期間以上の期間にわたり分割して

徴収されるものであること。★ 

⑵ その分割して徴収される負担金の額がおおむね均等額であること。★ 

⑶ その負担金の徴収がおおむねその支出に係る施設の工事の着工後に開始されること。★  

 

同業者団体の加入金が譲渡性・出資性を有するものである場合の取扱い 

構成員としての地位を他に譲渡することができることとなっている場合における加入金及び出資の性質を

有する加入金については、その地位を他に譲渡し、又は当該同業者団体等を脱退するまで損金の額に算入し

ないものとする。★ 

                                        

 



 

受 験 番 号      

第１予想－答Ｄ１０－ 

問６ 

租税特別措置法第42条の12の５《給与等の引上げ及び設備投資を行った場合等の法人税額の特別控除》に規定す

る特別控除額を求めなさい。 

⑴ 判 定 

① 200,180,000円★＞166,200,000円 

 ② 
194,050,000※－166,200,000

 166,200,000
★＝16.7…％≧1.5％   

   ※ 200,180,000－（3,050,000＋3,080,000）＝194,050,000円 

  ∴ 適用あり 

⑵ 特別控除額 

① 税額控除限度額 

（200,180,000－166,200,000）×15％★＝5,097,000円 ★ 

② 税額基準額 

33,400,000×20％＝6,680,000円 ★ 

③ 特別控除額 

①＜②  ∴ 5,097,000円 

 

特別控除額 ★     5,097,000円

 



Ｚ－68－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第一問〕答案用紙 

評 点 

受 験 地  

 
受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ１－ 

〔第一問〕 

問１ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ２－ 

 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ３－ 

問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ４－ 

問３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

Ｚ－68－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ５－ 

〔第二問〕 

 

計算書類原案の当期純利益の額の修正                     （単位：円） 

内        容 加 減 調  整  額 

損益計算書原案の当期純利益  ★   326,958,200 

引取運賃等取得価額算入 ＋ ★     90,000 

受贈益計上取得価額算入 ＋ ★     440,000 

自動車償却額修正 ＋ ★     118,000 

事務所用建物償却額修正 － ★     12,000 

機械装置償却額修正 ＋ ★    5,733,334 

Ｍ社社債調整差益計上もれ ＋ ★     60,000 

   

   

   

修正後の当期純利益  ★   333,411,534 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ６－ 

法的な解釈、計算の過程⑴                             （単位：円） 

〔同族会社・特定同族会社の判定に関する事項〕 

１．同族会社の判定（判定★） 

 ⑴ 乙社グループ 

   1,000株（
1,000株

3,000株
＝33.333…％） 

 ⑵ Ａグループ 

   Ａ250株＋Ｂ150株＝400株（
400株

3,000株
＝13.333…％） 

 ⑶ Ｃグループ 

   350株（
350株

3,000株
＝11.666…％） 

⑷ ⑴＋⑵＋⑶＝58.333％＞50％  ∴ 同族会社  

２．特定同族会社の判定（判定★） 

33.333…％≦50％  ∴ 特定同族会社に該当せず、留保金課税適用なし 

 （又は30,000,000円≦１億円、大法人による完全支配関係なし ∴ 特定同族会社に該当せず、留保金課税適用な

し） 

  

 

 

 

〔役員給与に関する事項〕 

１．使用人兼務役員の判定 

氏名      50％超 10％超 ５％超  判  定 

Ｂ       〇  〇  〇 役     員 ★ 

Ｆ       ×  －  － 使用人兼務役員 ★ 

２．役員給与  

⑴ 損金不算入給与 

 ① Ａ、Ｄ及びＥに対する役員報酬は定期同額給与 

 ② Ｂに対する役員報酬は定期同額給与になるが、賞与は定期同額給与、事前確定届出給与、業績連動給与のいず

れにも該当しないため、損金不算入 ★ 

 ③ Ｆに対する毎月の給与は定期同額給与に該当する。賞与は使用人分賞与 

 ④ Ｇに対する役員報酬の事前確定届出給与の届出は、株主総会決議日から１月を経過する日である提出期限まで

にその届出をしていないため、損金不算入 ★。 

 ⑤ ①～④による損金不算入額 1,500,000＋5,000,000＝6,500,000 円 

⑵ 形式基準 

① Ｂに対して支給した使用人分給与は、取締役会において決議を受けていないため、その全額が形式基準による不

相当に高額な部分の金額に該当し、損金不算入 ★ 

② 他の役員に対する給与は取締役会の決議の範囲内であるため、調整不要。 

③ ①～②による損金不算入額 1,500,000 円 

⑶ 損金不算入額 

   ①＋②＝8,000,000 円 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ７－ 

法的な解釈、計算の過程⑵                         （単位：円） 

〔租税公課に関する事項〕 

 

〔棚卸資産に関する事項〕 

１．Ｈ製品 

  棚卸資産の評価損の計上が認められる著しい陳腐化の事実に該当 

 ⑴ 損金算入限度額 

  （9,600,000＋300,000）－5,400,000＝4,500,000 円 

 ⑵ 損金不算入額 

   4,800,000－⑴＝300,000 円 

２．Ｉ製品 

  過剰生産については棚卸資産の評価損計上事由に該当しない ★ 

 ⑴ 損金算入限度額  

   ０ 

 ⑵ 損金不算入額 

   3,600,000－⑴＝3,600,000 円 

３．Ｊ製品 

  棚卸資産の評価損の計上が認められる特別の事実に該当 

 ⑴ 損金算入限度額 

   14,400,000－6,900,000＝7,500,000 円 

 ⑵ 損金不算入額   

 9,000,000－⑴＝1,500,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ８－ 

法的な解釈、計算の過程⑶                         （単位：円） 

〔減価償却に関する事項〕 

１．自動車 

⑴ 受贈益の額（算式★） 

（4,320,000＋90,000）×
２

３
－2,500,000＝440,000 円＞300,000 円  ∴ 440,000 円 

  ・引取運賃等は取得価額に算入すべき付随費用のため、当期純利益を修正 

  ・受贈益を認識することとし、当期純利益を修正 

⑵ 償却限度額 

(2,500,000＋440,000)×0.400＝1,176,000円≧(2,500,000＋440,000)×0.10800＝317,520円 

∴ 1,176,000×
９

12
＝882,000円 

⑶ 減価償却費修正額（減額） 

  1,000,000－⑵＝118,000 円 

２．事務所用建物 

⑴ 償却限度額 

40,000,000×0.9×0.042＝1,512,000 円 ★ 

⑵ 減価償却費修正額（増額） 

（⑴－500,000）－1,000,000＝12,000円 

  ※ 512,000 円（認容） 

３．機械装置 

 ⑴ 償却限度額 

8,000,000×0.200＝1,600,000円≧8,000,000×0.06552＝524,160円 

∴ 1,600,000×
２

12
＝266,666 円 ★ 

 ⑵ 減価償却費修正額（減額） 

   6,000,000－⑵＝5,733,334 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ９－ 

法的な解釈、計算の過程⑷                         （単位：円） 

〔有価証券・利子配当等に関する事項〕 

１．受取配当等の益金不算入 

⑴ 配当等の額（区分★） 

① 関連法人株式等（Ｋ社株式につき、計算期間中、発行済株式総数の３分の１超を所有） 

 1,000,000円  

② 非支配目的株式等  

 500,000円 

⑵ 控除負債利子の額 

① 当期支払負債利子  

   1,479,000－360,000＝1,119,000円 

② 総資産簿価 

(1,091,354,666－40,000,000)＋(1,164,925,000－40,000,000＋90,000＋440,000＋118,000－12,000＋

5,733,334＋60,000) 

＝2,182,709,000円 ★ 

③ 関連法人株式等の簿価 

35,000,000＋35,000,000＝70,000,000円 ★ 

④ 原則法 

①×
③

②
＝35,886円 ★ 

⑶ 益金不算入額 

(1,000,000－35,886)＋500,000×20％＝1,064,114円  

２．法人税額控除所得税額 

 ⑴ 株式・出資（
10

12
＞

１

２
  ∴ 個別法有利） 

   30,630×
10

12
(0.834)＋114,352＝139,897円 

 ⑵ 受益権  102,100円 

⑶ 合 計  ⑴＋⑵＝240,976円 

３．Ｍ社社債調整差益計上もれ修正 

⑴ 当期末調整前帳簿価額 

48,000,000円 

⑵ 調整差益（調整差益計上もれ） 

(6,000,000－5,420,000)×
※６

※６＋52
＝60,000円 

※ 12×
１

２
＝６月＜８月  ∴ ６月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ１０－ 

法的な解釈、計算の過程⑸                         （単位：円） 

〔子会社支援等に関する事項〕 

１．子会社丙社に対する債務引受 

 債務の引受けを行わなければより大きな損失を蒙ることになるものであるため、寄附金には該当せず、支

援損 ★ 

２．子会社丁社に対する無利息貸付 

 合理的な再建計画に基づく等その無利息貸付をしたことに相当な理由があるとは認められないので、寄附

金に該当 ★ 

３．寄附金の損金不算入 

⑴ 支出寄附金（区分★） 

 ① 一般寄附金  

 1,000,000円 

 ② 完全支配関係がある法人 

   300,000円 

③ 合 計  ①＋②＝1,300,000円 

⑵ 一般損金算入限度（算式★） 

  ① 資本基準額 

    30,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝75,000円 

  ② 所得基準額6,429,334 

    (399,331,820＋1,300,000)×
2.5

100
＝10,015,795円 

③ (①＋②)×
１

４
＝2,522,698 円 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

① 完全支配関係がある法人 

300,000円 

② ①以外 

⑴③－⑴②－⑵③＝△1,522,698→０ 

③ ①＋②＝300,000円 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ１１－ 

法的な解釈、計算の過程⑹                         （単位：円） 

〔工場用地の提供に関する事項〕 

 公共的施設設置費用であり、支出の効果が支出の日以後１年以上に及ぶため繰延資産に該当 ★ 

 ⑴ 償却期間 

   15 年×
４

10
＝６年★（１年未満切捨） 

 ⑵ 償却限度額 

   3,600,000×
７

６年×12
＝350,000 円 

 ⑶ 償却超過額 

   3,600,000－⑵＝3,250,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ１２－ 

所得金額の計算（その１） （単位：円） 

内     容 金   額 所得金額に関する計算又は検討過程 

当期純利益 333,411,534 ※ 各頁に指定された以外の事項に限る。 

加 
 

 
 

算 

損 金 経 理 法 人 税 ★ 55,200,000  

損 金 経 理 地 方 法 人 税 
 ★

2,428,800

損 金 経 理 住 民 税 ★  8,997,600

損 金 経 理 過 怠 税 ★   51,000

役 員 給 与 損 金 不 算 入 額 ★  8,000,000

Ｈ 製 品 評 価 損 否 認 ★   300,000

Ｉ 製 品 評 価 損 否 認 ★  3,600,000

Ｊ 製 品 評 価 損 否 認 ★  1,500,000

繰 延 資 産 償 却 超 過 額 ★  3,250,000

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加 算 小 計 83,327,400  

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ１３－ 

所得金額の計算（その２） （単位：円） 

減 

 

 

 

 

算 

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等  15,843,000  

 

事務所用建物減価償却超過額認容 ★  500,000

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 ★ 1,064,114

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減 算 小 計 17,407,114  

仮     計 399,331,820  

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 ★  300,000
 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 ★  240,976

 

合     計 399,872,796

 

差  引  計 399,872,796

 

総     計 399,872,796

 

所 得 金 額 399,872,796

 



 

受 験 番 号      

第２予想－答Ｄ１４－ 

法人税額の計算 （単位：円） 

内     容 金   額 法人税額の計算過程 

所 得 金 額 399,872,000 〔千円未満切捨〕 

同
上
の
内
訳 

年 800 万円以下の金額 ① 8,000,000 
〔税率区分〕 

⑴ 年 800 万円以下 

8,000,000×
12

12
＝8,000,000 

⑵ 年 800 万円超 

143,059,000－⑴＝135,059,000 

 

 

 

 

 

〔法人税額の特別控除に関する事項〕（算式★） 

⑴ 税額控除限度額 

8,000,000×７％＝560,000円 

⑵ 税額基準額 

92,114,304×20％＝1,817,600円 

⑶ ⑴ ＜ ⑵  ∴ 560,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 8 0 0 万 円 超 の 金 額 ② 391,872,000 

税 
 

 

額 

① × 15★％  1,200,000 

② × 23.2％ 90,914,304 

税  額  計 92,114,304 

中小企業者等の機械等の特別控除

 

 

★  560,000 

 

 

差 引 法 人 税 額 91,554,304 

  

法 人 税 額 計 91,554,304 
 

 

 

控 除 所 得 税 額 ★  240,976 

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 91,313,300 〔百円未満切捨〕 

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額
    ★

55,200,000 

 

 

 

完了★ 差 引 確 定 法 人 税 額 36,113,300 

 



Ｚ－68－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第一問〕答案用紙 

評 点 

受 験 地  

 
受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ１－ 
 

〔第一問〕 

問１ 

設問１ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

 

 

 

 

 

 

 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

設問２ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ２－ 

設問３ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ３－ 

問２ 

⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

⑶ 

 

 

 

 

 

 



 

Ｚ－68－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ4－ 

〔第二問〕 

前期の修正申告による所得金額の増加額                  （単位：円） 

区     分 金     額 

加 
 

 
 

算 

 

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 

 

売 上 計 上 も れ 

 

減 価 償 却 超 過 額 

（機 械 装 置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★   1,580,000

★   2,250,000

★     81,000

減 
 

 
 

算 

 

売 上 原 価 計 上 も れ ★   1,860,000

 

所得金額の増加額  計 2,051,000

 

前期の修正申告により納付すべき税額     （単位：円） 

税    目 金    額 

法  人  税 ★   1,280,600

地 方 法 人 税 21,000

道 府 県 民 税 20,100

市 町 村 民 税 ★     57,900

事  業  税 205,100

消 費 税 等 180,000

 

 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ５－ 

前期に関する修正事項の計算の判断の根拠及び計算の過程            （単位：円） 

１．Ａ社貸倒損失 

更生計画認可の決定による貸付金12,000,000円の50％切捨額は、法律上の貸倒損失として認められ、修正不

要★ 

２．Ａ社貸倒引当金 

⑴ 繰入限度額 

12,000,000×20％×
５回－１回

５回
－1,000,000＝920,000円 

⑵ 繰入超過額 

2,500,000－920,000＝1,580,000円 

３．売上計上もれ 

  2,430,000－180,000＝2,250,000円 

４．機械装置 

⑴ 判 定 

リース期間終了後に著しく有利な価額での購入選択権あり  ∴ 所有権移転リース取引★ 

⑵ 償却限度額 

 ※7,590,000×0.200＝1,518,000円≧※7,590,000×0.06552＝497,296円 

 ※ 125,000×60月＋90,000＝7,590,000円 

 ∴ 1,518,000×
６

12
＝759,000円  

⑶ 償却超過額 

(125,000×６＋90,000)－⑵＝81,000円 

５．法人税 

2,051,000（千円未満切捨）×23.4％＝479,934 → 479,900円（百円未満切捨） 

６．地方法人税 

  479,000（千円未満切捨）×4.4％＝21,076 →21,000円（百円未満切捨） 

７．道府県民税 

479,000（千円未満切捨）×4.2％＝20,118 →20,100円（百円未満切捨） 

８．市町村民税 

479,000（千円未満切捨）×12.1％＝57,959 →57,900円（百円未満切捨） 

９．事業税 

2,051,000（千円未満切捨）×10％＝205,100円（百円未満切捨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ６－ 

 

計算書類原案の当期純利益の額の修正                    （単位：円） 

内        容 加 減 調  整  額 

損益計算書原案の当期純利益        69,239,303 

前 期 修 正 申 告 未 払 事 業 税 計 上 － ★       205,100 

個 別 貸 倒 引 当 金 戻 入 ＋ ★       2,500,000 

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 － ★        920,000 

公共施設負担金償却費計上額 － ★       833,333 

交 際 費 追 加 計 上 額 － ★       355,000 

   

   

   

   

修正後の当期純利益       74,052,736 

 

当期の計算の判断の根拠及び計算の過程⑴                   （単位：円） 

【前期に関する事項についての当期の処理】 

１．Ａ社貸倒引当金 

⑴ 繰入限度額 

12,000,000×20％×
５回－１回

５回
－1,000,000＝920,000円 

⑵ 戻入れ 

貸倒引当金の会社経理は洗替法によることとされているため、前期に繰り入れた2,500,000円を収益計

上 

なお、繰入超過額が1,580,000円生じているため減算調整。 

２．機械装置 

⑴ 償却限度額 

※6,831,000,000×0.200＝1,366,200円≧7,590,000×0.06552＝497,296円 

※ 7,590,000－(125,000×６＋90,000)＋81,000＝6,831,000円 

⑵ 償却超過額 

125,000×12月－1,366,200＝133,800円 

【同族会社の判定に関する事項】 

⑴ Ａグループ 

Ａ35,000＋Ｃ15,000＋Ｅ10,000＝60,000株（
60,000

100,000株
＝60％）   

⑵ Ｂグループ 

Ｂ25,000＋Ｆ5,000＝30,000株（
30,000

100,000株
＝30％）   

⑶ Ｄ又は乙社グループ 

5,000株（
5,000

100,000株
＝５％）   

⑷ 判 定 

⑴＋⑵＋⑶

100,000株
＝95％＞50％  ∴ 同族会社 ★ 

 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ７－ 

 

当期の計算の判断の根拠及び計算の過程⑵                  （単位：円） 

【租税公課に関する事項】 

１．損金経理住民税 

711,800＋2,050,700＝2,762,500円 

２．交通反則金 

 50％超 10％超 ５％超 経営従事 判 定  

Ｆ × － － － 使 用 

人 

★ 

∴ Ｆについての交通反則金は、使用人給与、損金算入 ★ 

 

【繰延資産に関する事項】 

⑴ 償却期間 

15×
４

10
＝６年（１年未満切捨）★ 

⑵ 償却限度額（償却費計上額） 

10,000,000×
５

６×12
＝833,333円 

 

 

【減価償却資産に関する事項】 

１．機械装置Ｈ 

除却損、損金算入、会社経理適正 ★ 

除却したため、圧縮積立金は全額を取り崩し、益金算入 

２．機械装置Ｉ 

⑴ 償却限度額 

8,000,000×0.200＝1,600,000円≧8,000,000×0.06552＝524,160円 

∴ 1,600,000×
８

12
＝1,066,666円 

⑵ 償却超過額 

2,000,000－⑴＝933,334円 

⑷ 特別償却準備金積立限度額（株主資本等変動計算書に計上） 

8,000,000×30％＝2,400,000円 

３．器具備品 

⑴ 受贈益の額 

510,000×
２

３
－150,000＝190,000円≦300,000円  ∴ 受贈益なし★ 

⑵ 中小企業者等の少額減価償却資産 

150,000円＜300,000円  

150,000円≦3,000,000×
12

12
＝3,000,000円  ∴ 修正なし★ 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ８－ 

 

当期の計算の判断の根拠及び計算の過程⑶                   （単位：円） 

【受取配当等に関する事項】 

⑴ 配当等の額 

保有割合が計算期間末日以前６月以上継続して発行済株式総数の３分の１超で完全子法人株式等に該

当しないため、関連法人株式等 

特定目的会社Ｋ社からの利益の配当は、配当等の額に含まれない。  

  ① 関連法人株式等 

300,000円 

  ② 非支配目的株式等 

    400,000円 

⑵ 控除負債利子（簡便法） 

① 当期支払負債利子 

13,412,348円 

② 控除割合 

246,191＋263,906

12,510,193＋13,620,360
＝0.0195 → 0.019（小数点以下３位未満切捨） 

③ 控除負債利子の額 

13,412,348×0.019＝254,834円 ★ 

⑶ 益金不算入額 

(300,000－⑵)＋400,000×20％＝125,166円 

 

 

【所得税額控除に関する事項】 

⑴ 株式出資（
７

12
、

６

12
≧

１

２
  ∴ 個別法） 

51,050×
６

12
(0.500)＋61,260×

７

12
(0.584)＝61,300円 ★ 

⑵ 受益権（
５

12
＜

１

２
  ∴ 簡便法） 

61,260×
１

２
(0.500)＝30,630円 

⑶ その他 

35,756円 

⑷ ⑴＋⑵＋⑶＝127,686円 

 

【債権損失に関する事項】 

１．Ｎ社支援損 

回収不能でないため貸倒損失に該当せず、反対給付がなく事業関連性の不明確な費用となり、寄附金に

該当 ★ 

２．Ｏ社貸倒損失 

Ｏ社が行う少額債権の弁済は、裁判所の許可を受けた更生手続の一環として行われるものであり、

1,000,000円の弁済を受け、1,000,000円を超える部分の債権の放棄は、経済的合理性に基づくものであ

り、貸倒損失として損金算入☆ 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ９－ 

当期の計算の判断の根拠及び計算の過程⑷                  （単位：円） 

【交際費に関する事項】 

１．渡切交際費 

 50％超 10％超 ５％超 経営従事 判 定  

Ｅ ○ ○ ○ ○ みなし役

員 

★ 

∴ Ｅに対する渡切交際費は、定期同額給与等以外の給与のため、損金不算入 

２．交際費等の損金不算入 

⑴ 支出交際費等 

得意先を接待した際の飲食費用で１人当たり5,000円以下のものは、飲食費として、交際費等に該当し

ない。 

① 接待飲食費 

  8,130,000円 

② ①以外 

500,000＋(12,200,000－8,130,000)＋355,000＝4,925,000円 

③ 合 計 

  ①＋②＝13,055,000円 

⑵ 損金算入限度額 

  期末資本金の額が１億円以下であり、大法人による完全支配関係もないため、定額控除限度額の適用あ

り。 

 ① 接待飲食費基準額 

8,130,000×50％＝4,065,000円 ★ 

  ② 定額控除限度額 

13,055,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 ★ 

  ③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝5,055,000円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ１０－ 

当期の計算の判断の根拠及び計算の過程⑸                  （単位：円） 

【寄附金に関する事項】 

 ⑴ 支出寄附金（区分★） 

① 指定寄附金等 

 400,000円 

② 特定公益増進法人等 

 250,000円 

③ 一般寄附金 

 1,000,000＋1,500,000＝2,500,000円 

④ 合 計 

①＋②＋③＝3,150,000円 

⑵ 損金算入限度額（算式★） 

① 一般寄附金の損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

100,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝250,000円 

(ロ) 所得基準額 

(161,983,104＋3,150,000)×
2.5

100
＝4,128,327円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝1,094,581円 

② 特別損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

100,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝375,000円 

(ロ) 所得基準額 

(161,983,104＋3,150,000)×
6.25

100
＝10,320,819円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝5,347,909円 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

3,150,000－400,000－※250,000－1,094,581＝1,405,419円 

※ 250,000円＜5,347,909円  ∴ 250,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ１１－ 

所得金額の計算                              （単位：円） 

 内     容 金   額 所得金額に関する計算又は検討過程 

 当期純利益 74,052,736 ※ 前項までに指定された事項以外の事項に限る。

加 

 

 

 

算 

損 金 経 理 法 人 税

 

損 金 経 理 地 方 法 人 税

 

損 金 経 理 住 民 税

 

売 上 原 価 計 上 も れ 否 認

 

損 金 経 理 納 税 充 当 金

 

圧 縮 積 立 金 取 崩 額

（機 械 装 置 Ｈ）

圧 縮 積 立 金 取 崩 額

（機 械 装 置 Ｈ）

 

役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額

 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

 

★   16,948,300

★

745,700

★

2,762,500

★

1,860,000

66,036,200

★

5,000,000

 

 

 

 加 算 小 計 100,091,034  

減 

 

 

 

算 

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等

 

売 上 計 上 も れ 認 容

 

特 別 償 却 準 備 金 認 定 損

（機 械 装 置 Ｉ）

 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

 

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容

 

★     5,805,500

★    2,250,000

★    2,400,000

★     125,166

★    1,580,000

 

 

 減 算 小 計 12,160,666  

 仮     計 161,983,104  

 

 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額

 

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計

 

1,405,419

     127,686

 

163,516,209

  

 

 所 得 金 額 163,516,209  



 

受 験 番 号      

第３予想－答Ｄ１２－ 

法人税額の計算                                  （単位：円） 

内     容 金   額 法人税額の計算又は検討過程 

所 得 金 額 163,516,000 （千円未満切捨） 

法 人 税 額 37,279,712 

【法人税額の計算】 

 期末資本金の額が１億円以下であり、大法人による完全支配

関係がないため、軽減税率の適用あり。★ 

8,000,000×
12

12
×15％＋(163,516,000－8,000,000×

12

12
)×

23.2％ 

＝37,279,712円 

 

特 別 控 除 額  

差 引 法 人 税 額 37,279,712 

留 保 金 に 対 す る 税 額  

法 人 税 額 計   37,279,712 

控 除 税 額 ★      127,686 

差引所得に対する法人税額 37,152,000 （百円未満切捨） 

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 ★    16,948,300 

 

 

 

 差 引 確 定 法 人 税 額   20,203,700 

【留保金に対する税額の計算】 

第１順位の株主グループの持株割合は60％で50％超であるが、期末資本金の額１億円以下であり、大法人による完全

支配関係がないため、留保金課税の適用なし★ 
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